
総合保養地域整備法のフロー

対 象 地 域 の 条 件

関係行政機関 基本方針の策定 ① 良好な自然条件、相当規模
(第４条第１項) ② 一体として整備を図ることが相当

の長との協議 （主務大臣）※ ③ 土地の確保が容易
④ 産業・人口集積地以外
⑤ 民間の特定施設の整備の状況と見込

み及び立地条件具備により整備が確実

基 本 構 想 の 内 容

① 特定地域の区域
関係市町村 基本構想の作成 ② 重点整備地区の区域

（地域の設定） ③ 特定施設の種類、位置等
との協議 (第５条第１項) ④ 公共施設の整備方針

（都道府県） ⑤ 土地の確保に関連した農用地の整備

関係行政機関 基本構想の同意
(第５条第５項)

の長との協議 （主務大臣）※

事 業 の 内 容

＊事業主体
〈事業の実施〉 民間事業者、第三セクター、農林漁業

関係団体、地方公共団体等
＊特定施設

① ｽポｰﾂ･ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ施設
【推 進 方 策】 ② 教養文化施設

③ 休養施設
○ 民間による総合保養地域の整備 ④ 集会施設

・ 特定民間施設の整備 ⑤ 宿泊施設
⑥ 交通施設

○ 税財政・金融措置 ⑦ 販売施設
・ 国税・地方税の課税の特例 ⑧ 熱供給施設、食品供給施設、汚水
・ 地方税不均一課税の減収補てん措置 共同処理施設、その他滞在者の利便
・ 資金の確保（政府系金融機関による の増進に資する施設

低利融資、ＮＴＴ－Ｃ無利子貸付） ＊特定民間施設
・ 地方債の特例措置 特定施設であって民間事業者が設置及

び運営をするもの。
○ 公共施設の整備

○ その他
・ 農地法等による処分についての配慮
・ 国有林野の活用についての配慮
・ 港湾に係る水域の利用についての配慮

等

※ 主務大臣：総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣の４大臣


